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 日野市は、１０年後の工業振興を見据え、日野市の工業が目指すべき将来像を明らかにするとともに、

国と都の動きに連動しながらその目指すべき将来像を明確にするための基本的な考え、工業振興におけ

る施策展開の方向性を示すものとして、平成２４年３月に「日野市工業振興基本構想（以下文章内では、

「基本構想」という。）を策定します。 

そこで、基本構想で掲げた市の将来像に合致した実現性の高い工業振興策を体系的、計画的に推進し、

着実に実行するため、今後３年間で重点的に実施すべき工業振興策と主な取り組みについて「日野市工

業振興指針（以下文章内では、「振興指針」という。）」として、取りまとめることとします。 

 

 

 

（１）策定体制 

  振興指針の策定にあたり、基本構想策定時と同様に、「工業振興基本構想策定協議会設置要綱」に基

づき、「工業振興基本構想策定協議会」（学識経験者１名、日野市商工会関係者３名、日野青年会議所１

名、工業関係者２名、金融機関１名、経済産業省関東経済産業局１名、庁内関係部３名）を設置し、検

討を行いました。 

 

（２）ニーズ把握 

振興指針の策定にあたり、基本構想策定時と同様にアンケート調査（平成２１年度）、ヒアリング調

査（平成２２年度）、追跡ヒアリング調査（平成２３年度）により抽出できた工業関係者の実態や工業

振興施策に対する意見・要望等を反映させています。 

 

 

 

（１）振興指針の位置付け 

 基本構想については、日野市が平成２３年３月に策定した第５次日野市基本構想・基本計画「2020プ

ラン」（以下、「2020プラン」という。）を上位計画と位置付けていることから、振興指針については、2020

プランを最上位計画とし、基本構想を上位計画とします。さらには、東京都の長期ビジョンである「１

０年後の東京」が目指す創造的都市型産業の育成や集積の創出を図るため、東京都が示す基本方針に基

づき、各種の産業支援策を組み込んだ計画である「東京都創造的都市型産業集積創出助成事業 地域産

業振興計画」等、振興指針との関連が強い計画と相互に連携・補完しあいながら計画の実効性を確保し

ていきます。なお、基本構想、振興指針の策定後、平成２４年度内に（仮称）日野市工業振興条例を策

定し、工業振興に関する基本理念と基本方針を定め、各推進体制が果たすべき役割を明確にします。 

序 

章 

第１節 日野市工業振興指針策定の趣旨 

第３節 日野市工業振興指針の位置づけと計画期間 

第２節 日野市工業振興指針策定体制 
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（２）計画期間 

振興指針は平成２４年度を初年度とし、２６年度までの３年間を計画の期間とします。なお、この３

年間を第１期とし、平成２７年度から２９年度までの３年間を第２期、平成３０年度から３３年度まで

の４年間を第３期とし、各期内においては、１年ごとに事業評価を行ない、事業成果等の検証を実施し

ます。また、今後の社会経済情勢の変化や工業振興をめぐる環境の変化に対応するため、振興指針の内

容を変更する必要が生じた場合には、計画期間を含め、見直しを行います。 
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振興指針は、第１章で記載したように、基本構想を上位計画として位置づけていることから、平成    

２４年度から２６年度までの「第１期」、平成２７年度から２９年度までの「第２期」、平成３０年度か

ら３３年度までの「第３期」を通し、基本構想が目指す将来あるべき姿として設定している最終的な目

標を達成するため、各期で重点的に実施すべき工業振興策や主な取り組みを盛り込みます。将来あるべ

き姿の達成時には、市内工業者に対するヒアリング調査をもとに任意にグループ化した４段階のうち、

各企業が現状位置しているカテゴリーから、一段上のカテゴリーに達することができるよう、各期振興

指針において施策を展開します。 

 なお、振興指針に盛り込む各施策については、攻めの企業活動をバックアップする「基盤力」の強化、

ネットワーク構築による「連携力」の強化、既存事業の磨きあげ、多角化・事業転換等の第二創業によ

る「経営力」の強化、企業の最大の強みとなるような「技術力」の向上、人材を確保し、育成する「人

材力」の向上に直結するものとします。 

 

 

第１節 日野市工業振興指針の目指すもの 
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 ３期における振興指針内での目標について、次のとおり掲げます。なお、今後の社会経済情勢の変化

や工業振興をめぐる環境変化に対応するため、基本構想等を変更する必要が生じた場合には、各期にお

ける目標についても見直しを行います。 

次頁の表は、振興指針の各期における重点分野について記載をしています。基盤力、連携力、経営力、技術

力、人材力の向上を１０年間のスパンにおいて取り組むべきものとしておりますが、特に、平成２４年度から

の３年間にあたる第１期の振興指針では、基本構想推進のための基礎づくりとして、工業振興の支援体制の構

築という基盤力と、産・学・官・金の顔の見える関係づくり、そして製品技術のみえる化という連携力の２つ

に重きを置きます。 

続いて第２期では、基礎づくりを受けて、基本構想の着実な具現化や定着に向けて、経営力、技術力、人材

力に特に重きを置きます。 

そして、最終期となる第３期では、１０年間の基本構想の達成、および内発的行動の顕在化として、それま

で支援を行ってきた内容を踏まえ、各企業における自助努力を促すことで企業競争力の確立等を目指すため、

５つの力において特に重点分野は設けません。 

 なお、この重点分野の設定は、各期における重点目標を示すものであり、事業展開に応じて、各企業

の支援については柔軟に対応するものとします。 

 

（１）第１期（平成２４年度～２６年度） 

 第１期振興指針は基本構想１０年における、初期の３年間にあたることから、まずは「工業振興基本

構想推進のための基礎づくり」を目標とし、各施策を実施します。各施策を通し、安心して操業を続け

られるような環境整備を整えるとともに、市内企業の顔、企業が持つ技術のみえる化を図ることにより、

工業を支える企業を発掘・育成します。 

 

（２）第２期（平成２７年度～２９年度） 

第２期振興指針は、基本構想１０年における、中期の３年間にあたることから、「工業基本構想の着実

な具現化・定着」を目標とし、各施策を実施します。各施策を通し、地域内外産学官金組織との連携力、

第二創業に向けた展開ができる経営力、差別化を図ることができる技術力、担い手となる人材力を着実

に身につけ、ステップアップしていくチャレンジ企業を育成します。 

 

（３）第３期（平成３０年度～３３年度） 

第３期振興指針は、基本構想１０年における、最後の期間にあたることから、「工業基本構想の達成・

内発的な行動の顕在」を目標とし、各施策を実施します。各施策を通し、地域にある社会的課題を大学、

行政、金融機関と連携・活用等を図りながら、ビジネスの視点で、ビジネスの手法を活用し、事業性を

確保しながら解決していくことができる、地域の内部から内発的に新産業を創出できる産業を牽引する

企業を育成します。 

 

 

第２節 ３期における日野市工業振興指針内での目標 
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【方向性】 

①市の支援体制構築と他機関との連携による支援体制の強化を図る 

 

【施策】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※□：東京都の補助金により重点的に行なう事業 

第１節 「基盤力」向上に関する施策 
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  【方向性】 

②工業用地の確保による工業基盤の整備を図る 

 

【施策】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※□：東京都の補助金により重点的に行なう事業 
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  【方向性】 

①地域内での、産産・産学官金の顔がみえるネットワークの構築を図る 

 

【施策】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※□：東京都の補助金により重点的に行なう事業 

第２節 「連携力」向上に関する施策 
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【方向性】 

②企業間・大学との企業間の受発注と技術連携や技術提携等、構築されたネットワークの促進

を図る 

 

【施策】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※□：東京都の補助金により重点的に行なう事業 
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  【方向性】 

①経営環境の変化に対応できる経営基盤の強化を図る 

 

【施策】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※□：東京都の補助金により重点的に行なう事業 

第３節 「経営力」向上に関する施策 
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 【方向性】 

②海外を含む新たな販路開拓・事業の多角等の経営革新・第二創業への展開を図る 

 

【施策】 

 

 

 

 

 

  

 ※□：東京都の補助金により重点的に行なう事業 
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  【方向性】 

①企業自らの技術の強み、地域社会のニーズ、国・都の技術戦略の方向性の認識を図る 

 

【施策】 

 

 

 

  

第４節 「技術力」向上に関する施策 

 ※□：東京都の補助金により重点的に行なう事業 
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【方向性】 

②企業による技術・製品の高度化への取り組みとその販路開拓 

 

【施策】 

 

 

 

 

 

  

 ※□：東京都の補助金により重点的に行なう事業 
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【方向性】 

①経営者、後継者となる次世代のリーダー、技術を高度化していく技術者等の育成を図る 

 

【施策】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５節 「人材力」向上に関する施策 

 ※□：東京都の補助金により重点的に行なう事業 
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【方向性】 

②若手人材の確保、起業家の育成を図る 

 

【施策】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※□：東京都の補助金により重点的に行なう事業 
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基本構想に掲げた日野市工業における将来あるべき姿、また振興指針各期の目標の実現を数値の側面

から検証するため、目標値を設定します。製造品出荷額等や従業者１人当たりの粗付加価値額等のマク

ロ統計に基づく目標値の動向は景気や産業の動向によっても大きく左右されるため、振興指針第１期に

おける目標値は、実施する重点施策への参画企業数として設定します。 

さらに、実際の評価時には、目標値の達成度だけでなく、参画企業、また非参画企業等にアンケート

調査、企業訪問によるヒアリング調査等による評価も取り入れ、「実態として将来像・目標にどこまで近

づいたか」を把握します。 

 

【目標値】 

重点施策 24年度 25年度 26年度 合計 

工業活性化推進事業 - - - - 

工業振興基本構想推進協議会設置事業 - - - - 

製品・技術力みえる化プロジェクト（企業） 30社 40社 30社 100社 

製品・技術力みえる化プロジェクト（研究室） 10室 20室 10室 40室 

企業力ステップアップ事業  3社  8社 10社 21社 

販路開拓支援事業 10社 10社 10社 30社 

中小企業魅力発見プロジェクト  5社  5社  5社 15社 

合 計 58社 83社 65社 206社 

 

  

 

 

振興指針に位置づけられた各施策を着実に推進するため、一定期間ＰＤＣＡサイクル（計画Plan、実

行Do、評価Check、改善Action）により、効果的・効率的な事業実施に努めます。細部の目標達成状況

の評価やそれに基づく実現のための施策の見直しのための提案は、市内産学官金の代表による事業検証

の組織、工業振興基本構想推進協議会（以下、「推進協議会」という。）が担います。推進協議会は、

各年度内に3回～5回程度、定期的に開催することとします。 

また、振興指針策定後の3年目に、市内企業・関係者へのアンケートやヒアリング、推進協議会の委

員である学識有識者や工業関係者等の外部委員への意見聴取を含めた詳細な現状把握と分析を行い、次

期振興指針に向けての施策展開を検討します。 

 

第１節 目標値 

第２節 検証方法 
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